
事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：ギソン火力発電所建設事業（I） 
貸付契約調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：20,943百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Vietnam） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
ベトナムはドイモイ政策導入後に急激な経済発展を遂げており、近年のGDP成長率は7
～8％となっている。かかる急速な経済成長を反映し、電力需要も2000年以降は、全国で
年平均約16%の割合で増加しており、こうした傾向は2010年まで継続する見込みである。
特に本事業の実施される北部では、2005年5月に発生した大規模な停電に象徴されるよう
に、電力需要の急伸への対応が喫緊の課題である。現状では、不足分を南部からの送電に

よりまかなっているが、長距離送電による送電損失を抑えるため、ベトナム政府は各地域

の電力需要を同じ地域の電源でまかなうべく、新規の電源開発を進めている。 
またベトナム政府は、今後の北部の電力需要増に対応するため、本事業サイトに将来

1,800MWの設備容量を有する発電基地を開発する計画であり、民間発電事業者
（Independent Power Producer, 以下「IPP」という）の参入を見込んでいる。本事業で
は第1号機、第2号機（合計600MW）発電所の建設に際して、冷却水取放水路、灰捨て場
施設、石炭搬入用港湾施設など発電基地全体の基礎インフラも整備することから、IPPに
よる第3号機以降の事業リスクを緩和し、後の民間投資の呼び水としての役割も期待され
ている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「持続的成長に向けた基盤整備」を重点

分野と位置付け、経済社会活動の基盤となる電力等の経済インフラ整備を支援するとして

いる。本事業は、新規発電所の建設を行うことで、ベトナムにおける発電能力増強および

安定的な電力供給に資するものであり、本行の援助方針と整合的である。 
以上から、本行が本事業を支援することの必要性・妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
本事業は、ベトナムのタインホア省のギソン工業団地内に600MW（300MW×2基）の
石炭火力発電所及び関連設備を新設することで、北部および中北部の電力供給能力向上を

図り、もって同地域の産業競争力強化と民生の向上に寄与するものである。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
タインホア省タンジア郡 

(2) 事業概要 
① 石炭火力発電所（300MW×2）建設 (土木工事（取放水路、貯炭場設置等を含む）、 
資機材調達・据付、石炭搬入用港湾施設建設含む) 

② コンサルティング・サービス（入札補助、施工管理等） 
(3) 総事業費 
総事業費・借款額（総事業費：85,150百万円、うち円借款対象額 72,377百万円） 
うち第 I期借款（今回）：20,943百万円 

 

 



(4) スケジュール 
2007年 4月～2014年 4月を予定（計 85ヶ月）。保証期間終了時をもって事業完成と
する。 

(5) 実施体制 
① 借入人：ベトナム社会主義共和国政府 

(The Government of the Socialist Republic of Vietnam) 
② 実施機関：ベトナム電力公社（Vietnam Electricity：EVN） 
③ 操業運営・維持管理体制：ギソン火力発電所（Nghi Son Thermal Power Plant） 

(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) カテゴリ分類：A 
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイ
ドライン」（2002年 4月制定）に掲げる、火力発電セクターに該当するため、カテ
ゴリAに該当する。 
(c) 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書はベトナム天然資源環
境省（MONRE）により 2005年 12月に承認済み。また、2006年 8月に放水路、
放水口等の位置が変更したために作成した追加 EIA 報告書は、2006 年 11 月に
MONREにより承認済み。 
(d) 汚染対策：電気集塵機装置、脱硫装置や低NOxバーナーの設置等により、煤塵・
二酸化硫黄・窒素酸化物のいずれについても同国の環境基準（着地濃度規制）及び

排出基準を満たす見込み。排水については、灰捨場排水は再利用されるため、外部

への流出はなく、また灰捨場底部に遮水シートを設置して漏洩を防止する。温排水

についても、同国の排出基準を満たす見込み。 
(e) 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域、またはその
周辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 
(f) 社会環境面：本事業により 152 世帯の住民移転が発生する見込みであり、住民
移転計画に沿ってタインホア省により実施される予定。2006 年 9 月に開催された
住民協議にて事業概要が住民に周知され、特段の異論がないことを確認済み。また、

用地取得は約 164ha発生する見込みであり、EVNにより国内手続に沿って進めら
れる。 
(g) その他・モニタリング：本事業では EVN が大気質、水質、騒音、住民移転等
についてモニタリングする。 

② 貧困削減促進 
特になし。 

③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 
社会開発促進： 本事業はHIV感染の拡大が危惧される国における大規模工事であ
るため、工事労働者に対するエイズ対策の実施をコントラクターに義務付ける等の

措置が取られる予定。 
(7) その他特記事項 

なし。 
 
 
 
 

 



５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 

項目 基準値 目標値 
（2016年〔事業完成 2年後〕） 

最大出力（MW） － 600 
設備利用率（%） － 68％以上 
発電端熱効率（%） － 39.64％ 
稼働率（％） － 92％ 
所内率（％） － 9.5％以下 
人的ミスによる停止（時間） － ０ 
人的ミスによる停止（回数） － ０ 
定期点検による計画停止（時間） － 720時間以下  

(2) 内部収益率： 
以下の前提に基づき財務的内部収益率（FIRR）は 6.2%となる。 
・費用：事業費、運営・維持管理費等 
・便益：売電収入 
・プロジェクトライフ：30年 

６．外部要因リスク 
事業対象地域における工業省（MOI）による石油化学プラント、工業団地の建設計画と
の調整遅延、ギソン地域開発計画全体の変更、工業用水パイプライン設置工事の遅延等。 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の発電所増設事業に係る円借款案件においては、維持管理体制のあり方に十分配慮

していくことが重要であるとの教訓を得ている。本事業の実施にあたっては、このよう

な教訓を踏まえ、十分な維持管理体制を敷き、維持管理を担うプロジェクトマネジメン

トユニットの組織変更などの際には状況を十分把握できるよう実施機関からの報告・本

行との協議を行うことに合意している。 
８．今後の評価計画 
(1)今後の評価に用いる指標 
・最大出力（MW） 
・設備利用率（%） 
・発電端熱効率（%） 
・稼働率（％） 
・所内率（％） 
・人的ミスによる停止時間（時間） 
・人的ミスによる停止（回数） 
・定期点検による計画停止（時間） 
・内部収益率 FIRR（%） 

(2)今後の評価のタイミング 
事業完成後 

 

 


